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各 位 

 

会 社 名 地盤ﾈｯﾄﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ株式会社 

代表者名 代表取締役 山 本  強 

（コード番号：6072 東証マザーズ） 

問合せ先 執行役員 

兼管理本部長 

 

玉 城  均 

（ TEL. 03-6265-1834） 

 

 

（訂正）「平成 30年３月期 第２四半期 決算補足説明資料」の一部訂正について 

 

当社は、平成 29 年 11 月 13 日に公表いたしました「平成 30 年３月期 第２四半期 決算

補足説明資料」の記載内容の一部を修正しましたので、下記のとおり訂正し、訂正後のスラ

イドを添付します。 

 

記 

 

【訂正箇所】 

 ７ページ「平成 30年３月期下期取り組み＿営業に特化した取り組み」 

 

（訂正前） 

 

 

 

 

 

 



（訂正後） 

 

以上 

 

※以下、その他の訂正を含む「平成 30年３月期 第２四半期 決算補足説明資料」全体を添付

いたします。 



平成30年３月期第２四半期

地盤ネットホールディングス
連結決算補足説明資料

地盤ネットホールディングス株式会社
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平成30年3月期第２四半期決算概要

H29/3
１Q

H30/3
１Q

増減
H29/3

２Q
H30/3

２Q
増減

H29/3
上期

H30/3
上期

増減

売上高 658 686 28 696 718 22 1,354 1,405 51

売上総利益 330 352 22 358 382 23 688 734 45

営業利益 81 23 △59 86 64 △22 167 87 △80

四半期純利益 60 11 △49 62 53 △10 123 64 △59

※百万円未満切捨で表示

平成30年3月期第２四半期決算概要

・全自動地盤調査機「iGP」販売強化とFC加盟による売上の増加

・今後の事業拡大への先行投資による費用拡大

⇒国内業務の効率化を目的とし、在外子会社へBPOの推進及びフルオートメーションの推進による先行投資

⇒人材確保及びオフィス拡張（前期比）

⇒FC展開の加速化のためのプロモーション活動による費用拡大

2



当上期のサービス別売上高

• 全自動地盤調査機「iGP」販売とFC加盟
による売上への貢献

• 地盤解析及び地盤調査サービスについては
昨年同様に推移

■平成30年3月期第２四半期前年同期比－サービス別売上高
※百万円未満切捨で表示

H29/3
１Q

H30/3
１Q

増減
H29/3

２Q
H30/3

２Q
増減

H29/3
上期

H30/3
上期

増減

地盤解析サービス 292 297 ５ 307 288 △20 599 585 △15

地盤調査サービス 199 204 ５ 205 199 △6 404 404 0

その他サービス
(部分転圧工事、地盤調
査機販売、FC事業等)

166 185 18 183 230 47 349 415 65

合計 658 686 28 696 718 22 1,354 1,405 51
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■平成30年3月期第２四半期連結貸借対照表
※百万円未満切捨で表示

・未収保険料の回収
・配当金の支払い及び自
・己株式の取得による支出

自己株式の取得及び処分

配当金の支払及び
利益の積み増し

未収保険料の回収

自己株式処分による
処分差益

実績 構成比 実績 構成比 増減額

 資産の部 1,851 100.0% 1,765 100.0% △ 86

 　 流動資産 1,631 88.1% 1,518 86.0% △ 113

　 　 （現金及び預金） 780 42.2% 756 42.9% △ 23

 　　 （受取手形及び売掛金） 456 24.7% 509 28.9% 53

 　　 （未収入金） 137 7.4% 38 2.2% △ 98

 　 固定資産 219 11.9% 247 14.0% 27

 負債の部 352 19.1% 317 18.0% △ 35

　　流動負債 310 16.8% 300 17.0% △ 9

　　固定負債 42 2.3% 16 1.0% △ 25

 純資産の部 1,498 80.9% 1,447 82.0% △ 50

　　株主資本 1,487 80.4% 1,327 75.2% △ 159

　　　（資本金） 490 26.5% 490 27.8% 0

　　　（資本剰余金） 18 1.0% 22 1.3% 3

　　　（利益剰余金） 1,028 55.6% 1,002 56.8% △ 26

　　　（自己株式） △ 49 -2.7% △ 76 -4.4% △ 26

　　その他の包括利益累計額 0 0.0% △ 0 0.0% 0

　　新株予約権 10 0.6% 10 0.6% 0

平成29年3月期_期末 平成30年3月期_２Q
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■平成30年3月期第２四半期連結キャッシュ・フロー計算書
※百万円未満切捨で表示

営業活動CF

【主な要因】

• 販売費及び一般管理費の増加

• 税引き前当期純利益の減少

• 売上債権の増加により増減額

投資活動CF

【主な要因】

• ソフトウエア取得による支出

• 固定資産取得による支出

財務活動CF

【主な要因】

• 配当金支払による支出

• 自己株式の取得による支出

H29/３ H30/３

２Q ２Q

営業活動による

キャッシュ・フロー
426 175 △ 250

投資活動による

キャッシュ・フロー
△ 39 △ 26 12

財務活動による

キャッシュ・フロー
△ 141 △ 172 △ 30

現金及び現金同等物の

増減額（△は減少）
△ 1 △ 0 0

現金及び現金同等物の

期首残高
634 780 146

現金及び現金同等物の

期末残高
878 756 △ 121

増減額
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■平成30年３月期連結業績予想_平成29年４月１日~平成30年３月31日

※百万円未満切捨で表示

H30/３
２Q予想

H30/３
２Q実績

予実差異
平成30年3月期予想

通期 前期比

売上高 1,453 1,405 △47 3,100 14.2%

営業利益 118 87 △30 280 18.6%

経常利益 118 88 △29 281 18.4%

四半期（当期）純
利益

90 64 △25 214 20.3%

平成30年3月期の取り組みについて

• 新しい地盤調査技術である微動探査装置「地震eye」の本格稼働により売上増加に貢献

（10/1より本格スタート）

• ベトナムへの業務移管の推進により、３Q以降の人件費含む管理コストを圧縮し、営業利益の確保

⇒ 単純作業のアウトソース体制を整備し、人的資産の有効活用を図る。（年内完全移管）

⇒ 地盤調査サービスの効率化及びAIによる自動解析により地盤解析サービスのさらなる推進

⇒ 国内新規開拓に注力し、国内シェア拡大を図る。（次ページ参照）

• ベトナムにおける事業拡大に向けた体制整備（日本のサービスをベトナムへ展開）
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■平成30年３月期下期取り組み_営業に特化した取り組み
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上期体制

新規開拓営業（16名）

管
理
業
務
（
58

名
）

既存顧客管理

‣調査手配業務

‣営業事務

‣地盤解析業務

プロモーション業務

研究開発

【管理業務の圧縮による新規開拓営業の強化】

‣AI化による効率化及びフルオートメーションによる管理業務の効率化

‣北海道コールセンターへの業務集約による営業事務の圧縮

‣管理業務をJIBANNET ASIA CO.,LTD（29名体制）へ移管

下期体制

新規開拓営業（37名）

管
理
業
務
（
37

名
）

既存顧客管理

‣調査手配業務

‣営業事務

‣地盤解析業務

プロモーション業務

研究開発

人員増加



■11月28日いいじばんの日_住宅×地盤サミット開催
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■11月28日いいじばんの日_住宅×地盤サミット開催



本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は当社が平成29年
11月13日現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基
づいており、当社としてその実現を約束する趣旨のものではありません。
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる場合があります。

■当資料取り扱い上のご注意
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